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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第１四半期連結 
累計期間 

第42期 
第１四半期連結 

累計期間 
第41期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 35,282 33,628 141,310 

経常利益 （百万円） 5,465 4,679 21,127 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（百万円） 3,206 618 12,599 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,731 2,948 10,134 

純資産額 （百万円） 110,235 112,835 112,754 

総資産額 （百万円） 177,532 180,213 179,641 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 55.33 10.74 218.25 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － 10.73 218.19 

自己資本比率 （％） 61.4 61.8 62.0 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第41期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

- 1 -

2016/08/15 17:07:27／16197177_株式会社第一興商_第１四半期報告書



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日、以下「当第１四半期」という）における

わが国経済は、中国をはじめとする資源国や新興国経済の減速に加え、金融市場における英国のＥＵ離脱問題に

よる急激な円高などの影響もあり、企業収益改善ペースの鈍化や個人消費の停滞感といった兆候が見えるなど、

景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

当カラオケ業界におきましては、ナイト市場は依然として漸減傾向で推移するものの、カラオケボックス市場

では、大手事業者の積極出店により緩やかながら増加傾向が継続しております。また、成長が期待されるエルダ

ー市場の堅調な拡大もあり、市場規模は僅かながら増加傾向で推移しております。 

この様ななか、当社グループは、業務用カラオケ事業において前期発売の新商品需要が平準化し、カラオケ・

飲食店舗事業においては、飲食部門が低調に推移いたしました。また、「平成28年熊本地震」による一時費用な

どが発生しております。 

以上の結果、当第１四半期の売上高は33,628百万円（前年同期比4.7％減）、営業利益は4,396百万円（同

12.5％減）、経常利益は4,679百万円（同14.4％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益に

つきましては、為替変動の影響等を受け時価が著しく下落した外国債について、投資有価証券評価損を特別損失

に計上したことにより618百万円（同80.7％減）となりました。 

（百万円）

  前第１四半期 当第１四半期 対前期増減 増減率

売  上  高 35,282 33,628 △1,654 △4.7％ 

営 業 利 益 5,021 4,396 △625 △12.5％ 

経 常 利 益 5,465 4,679 △786 △14.4％ 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,206 618 △2,587 △80.7％ 

 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（業務用カラオケ） 

当事業におきましては、前期発売した新商品「ＬＩＶＥ ＤＡＭ ＳＴＡＤＩＵＭ」を中心に引続き安定収益

の強化を目指し、機器賃貸件数の拡大に努めました。その結果、機器賃貸件数及びＤＡＭ稼働台数は順調に増加

しました。また、成長分野として注力しているエルダー市場においては、民間介護施設等への導入に加え、自治

体の各種施設等への導入も着実に伸長しております。 

以上の結果、機器賃貸収入および情報提供料収入は着実に増加したものの、前期新商品効果の減速により、売

上高は前年同期比8.6％の減少となりました。利益面におきましては、４月に発生しました「平成28年熊本地震」

に伴う復旧支援費用等の増加に加え、営業資産の買取りコストなどの一時費用が増加したことにより、営業利益

は前年同期比11.0％の減少となりました。 

（百万円）

  前第１四半期 当第１四半期 対前期増減 増減率

売  上  高 17,952 16,407 △1,544 △8.6％ 

営 業 利 益 4,088 3,638 △449 △11.0％ 
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（カラオケ・飲食店舗）

当事業におけるカラオケルームにおきましては、大手事業者間の競争が激化する環境のなか、既存店の活性化

や従業員教育の強化による顧客満足度の向上による収益基盤の強化に努めました。飲食店舗におきましては、カ

ラオケルームのリソースを活かした新業態店舗の開発に注力いたしました。 

以上の結果、売上高は前年同期比1.8％の減少となりました。利益面におきましては、コストコントロールを図

り費用の低減に努めたものの、売上減少の影響により前年同期比8.4％の減少となりました。 

（百万円）

  前第１四半期 当第１四半期 対前期増減 増減率

売  上  高 13,518 13,270 △247 △1.8％ 

営 業 利 益 1,413 1,294 △118 △8.4％ 

 

（音楽ソフト） 

当事業におきましては、事業環境は依然厳しい状況で推移しておりますが、当社グループが強みとする演歌作

品の主力アーティストである「北島三郎」や「水森かおり」「三山ひろし」などの作品が収益に貢献いたしまし

た。 

（百万円）

  前第１四半期 当第１四半期 対前期増減 増減率

売  上  高 2,082 2,115 32 1.6％ 

営 業 利 益 △25 7 33 -

 

（その他） 

当事業におきましては、ＢＧＭ放送事業において光回線を活用したＢＧＭ放送サービス「スターデジオ光」と

コンシューマー向けストリーミングカラオケサービスの拡販に努めるほか、不動産賃貸、パーキング事業などが

堅調に推移いたしました。 

（百万円）

  前第１四半期 当第１四半期 対前期増減 増減率

売  上  高 1,729 1,835 105 6.1％ 

営 業 利 益 352 373 21 6.0％ 

 

 

（２）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ571百万円増加し、180,213百万円とな

りました。 

増減の主なものとしては、流動資産では、たな卸資産が715百万円及びその他に含まれる前払費用が1,596百万円

それぞれ増加し、現金及び預金が255百万円及び受取手形及び売掛金が1,906百万円それぞれ減少しております。 

固定資産では、カラオケ賃貸機器が345百万円、投資その他の資産のその他に含まれる繰延税金資産が229百万円

それぞれ増加し、のれんが109百万円減少しております。 

負債の部につきましては、前連結会計年度末に比べ491百万円増加し、67,378百万円となりました。 

増減の主なものとしては、流動負債では支払手形及び買掛金が585百万円、短期借入金が317百万円及びその他に

含まれる未払費用が1,450百万円それぞれ増加し、未払法人税等が1,259百万円及び賞与引当金が531百万円それぞ

れ減少しております。 

固定負債では、長期借入金が356百万円、退職給付に係る負債が120百万円それぞれ増加し、役員退職慰労引当金

が328百万円減少しております。 

純資産の部につきましては、前連結会計年度末に比べ80百万円増加し、112,835百万円となりました。 

これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加618百万円、会計方針の変更による利

益剰余金の増加228百万円、その他有価証券評価差額金の増加2,375百万円及び剰余金の配当による利益剰余金の減

少3,112百万円によるものであります。 

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（４）研究開発活動

当社グループは、カラオケに対するユーザーニーズを正確に把握することを原点とし、それを分析し、映像・音

響の基礎・応用技術などカラオケシステムの開発及び改良を行っており、これらの活動は当社の商品開発部及び開

発管理部の一部が担当しております。

なお、上記は、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会 平成10年3月13日）の「研究及び開発」に

該当する活動ではありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成28年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,634,200 57,634,200
東京証券取引所               
（市場第一部）

単元株式数

100株

計 57,634,200 57,634,200 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 57,634,200 － 12,350 － 4,002

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       3,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  57,625,400 576,254 －

単元未満株式 普通株式       5,800 － －

発行済株式総数 57,634,200 － －

総株主の議決権 － 576,254 －

（注）「完全議決権株式 (その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,900株（議決権の数119個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱第一興商
東京都品川区北品

川５丁目５番26号
3,000 － 3,000 0.01

計 － 3,000 － 3,000 0.01

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,300株（議決権の

数13個）あります。なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式 (その他)」の欄の普通株

式に含めております。

２．当第１四半期会計期間末の自己株式数は3,102株であります。

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 51,478 51,222 

受取手形及び売掛金 7,113 5,207 

たな卸資産 6,243 6,959 

その他 7,271 8,873 

貸倒引当金 △149 △140 

流動資産合計 71,956 72,122 

固定資産    

有形固定資産    

カラオケ賃貸機器（純額） 10,943 11,288 

カラオケルーム及び飲食店舗設備（純額） 19,112 19,211 

土地 31,595 31,595 

その他（純額） 5,995 6,012 

有形固定資産合計 67,646 68,109 

無形固定資産    

のれん 1,882 1,773 

その他 5,971 5,770 

無形固定資産合計 7,853 7,543 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,997 10,101 

敷金及び保証金 14,250 14,201 

その他 7,972 8,170 

貸倒引当金 △36 △35 

投資その他の資産合計 32,184 32,438 

固定資産合計 107,684 108,090 

資産合計 179,641 180,213 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,048 4,634 

短期借入金 4,201 4,518 

未払法人税等 3,237 1,977 

賞与引当金 1,086 554 

その他 11,145 12,335 

流動負債合計 23,718 24,020 

固定負債    

社債 10,000 10,000 

長期借入金 23,362 23,718 

役員退職慰労引当金 1,263 935 

退職給付に係る負債 5,398 5,519 

その他 3,143 3,185 

固定負債合計 43,168 43,357 

負債合計 66,886 67,378 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,350 12,350 

資本剰余金 4,001 4,001 

利益剰余金 98,329 96,064 

自己株式 △13 △13 

株主資本合計 114,668 112,403 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △2,074 301 

土地再評価差額金 △733 △733 

為替換算調整勘定 108 16 

退職給付に係る調整累計額 △566 △540 

その他の包括利益累計額合計 △3,265 △955 

新株予約権 81 109 

非支配株主持分 1,270 1,278 

純資産合計 112,754 112,835 

負債純資産合計 179,641 180,213 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 35,282 33,628 

売上原価 21,539 20,764 

売上総利益 13,742 12,864 

販売費及び一般管理費 8,721 8,467 

営業利益 5,021 4,396 

営業外収益    

受取利息 218 165 

その他 384 299 

営業外収益合計 603 465 

営業外費用    

支払利息 84 83 

為替差損 5 65 

その他 68 34 

営業外費用合計 158 182 

経常利益 5,465 4,679 

特別利益    

固定資産売却益 2 4 

その他 - 0 

特別利益合計 2 4 

特別損失    

固定資産処分損 21 56 

減損損失 137 - 

投資有価証券評価損 - 3,304 

その他 - 5 

特別損失合計 158 3,365 

税金等調整前四半期純利益 5,309 1,318 

法人税、住民税及び事業税 2,067 2,022 

法人税等調整額 16 △1,343 

法人税等合計 2,083 678 

四半期純利益 3,226 639 

非支配株主に帰属する四半期純利益 19 20 

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,206 618 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 3,226 639 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 477 2,375 

為替換算調整勘定 4 △92 

退職給付に係る調整額 23 26 

その他の包括利益合計 504 2,309 

四半期包括利益 3,731 2,948 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 3,711 2,928 

非支配株主に係る四半期包括利益 19 20 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

  該当事項はありません。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

  該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更等）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日。以下

「回収可能性適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関す

る会計処理の方法の一部を見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、

当第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した

場合の繰延税金資産の額と前連結会計年度末の繰延税金資産の額との差額を、当第１四半期連結会計期間の期首の

利益剰余金に加算しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首において、投資その他の資産のその他に含まれる繰延税金資産が

228百万円、利益剰余金が228百万円増加しております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

    該当事項はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 保証債務の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

販売特約店の借入債務の保証 -百万円 32百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額並びに

負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

減価償却費 3,538百万円 3,728百万円

のれんの償却額 165 109

負ののれんの償却額 8 8
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

（１）配当金支払額  
 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 2,901 50.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

（１）配当金支払額  
 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 3,112 54.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
 

業務用 

カラオケ 

カラオケ・ 

飲食店舗 
音楽ソフト 計 

売上高 17,952 13,518 2,082 33,552 1,729 35,282 － 35,282 

セグメント利益 

又は損失（△） 

（営業利益又は営業

損失（△）） 

4,088 1,413 △25 5,476 352 5,829 △807 5,021 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＢＧＭ放送事業、Ｗｅｂ事

業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△807百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理部門にお

ける一般管理費であります。
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 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 
 

業務用 

カラオケ 

カラオケ・ 

飲食店舗 
音楽ソフト 計 

売上高 16,407 13,270 2,115 31,792 1,835 33,628 - 33,628 

セグメント利益 

（営業利益） 
3,638 1,294 7 4,941 373 5,314 △918 4,396 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＢＧＭ放送事業、Ｗｅｂ事

業及び不動産賃貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△918百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理部門における一般

管理費であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

 
 

 
 

前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額   55円33銭 10円74銭

（算定上の基礎）      

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 （百万円） 3,206 618

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額
（百万円） 3,206 618

普通株式の期中平均株式数 （千株） 57,958 57,631

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
  － 10円73銭

（算定上の基礎）      

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 （百万円） － －

普通株式増加数 （千株） － 30

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

  － －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月12日

株式会社第一興商 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 松浦 康雄  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  林  美岐  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社第一

興商の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２８年４月１

日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社第一興商及び連結子会社の平成２８年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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